
都市計画マスタープラン・
立地適正化計画について

資料４



課題
・日本全体の人口が2010年をピークに減少傾向
・老年人口が2040年には約4割になる見込
・医療や福祉、商業、公共交通などの生活を支える様々なサービスの維持が困難

⇒2014年 都市再生特別措置法の改正（立地適正化計画制度の創設）
居住機能、都市機能の誘導、
持続可能な公共交通ネットワークの形成の推進

都市機能誘導区域

居住誘導区域

市街化区域等

都市計画区域

全国の人口動態 立地適正化計画イメージ

（国土交通省資料から引用） （国土交通省資料から引用）

１．これからのまちのかたちづくりについて
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（防災） 災害リスクの回避・リスク低減の取組方針を検討

１．これからのまちのかたちづくりについて

【災害リスクの回避】
・災害ハザードエリアにおける立地規制、建築規制

【災害リスクの低減】
・居住誘導区域等における安全を確保するためのハード、ソフトの防災・減災対策

（国土交通省資料から引用）
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総合計画に掲げる都市機能構想に基づくまちづくりを推進するため、
「立地適正化計画」の考え方を都市計画マスタープランに組込む

意義

○一定の人口密度などに支えられてきた医療、福祉、商業などの都市機能を
将来の人口減少・少子高齢化が進む中でも持続的に確保する

○若者にとっても、高齢者にとっても、安心できる快適な生活環境を実現する

○財政面においても持続可能な行政運営を実現する など

位置付け

○「市町村都市計画マスタープランは、
都市全体を見渡した都市計画の基本方針」

○居住機能や医療、福祉、商業、公共交通
などの都市機能の誘導により、多極ネット
ワーク型のまちづくりを推進するための
アクションプラン

第３次市総合計画
府区域マスタープラン

都市計画マスタープラン

（＋立地適正化計画）

即す

１．これからのまちのかたちづくりについて
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都市機能とは
都市活動を支える機能で、都市拠点を形成する「高次都市機能」から
日常生活に必要な「生活利便機能」まで多様な機能がある。

２．都市機能について

都市機能イメージ
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市町村の都市計画に関する基本的な方針
（都市計画マスタープラン）

立地適正化計画

都市計画法第18条の２ 都市再生特別措置法第84条

〇計画期間 令和8（2026）年～令和17（2035）年
〇計画対象区域 京丹後市全域

３．都市計画マスタープラン、立地適正化計画とは
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京丹後都市計画
区域マスタープラン第３次京丹後市総合計画

各種関連計画

立地適正化計画

京丹後市
都市計画マスタープラン

即する 即する

連携

計画の位置づけ



【参考】「まちづくりの方向性」について

×一極集中

市内の最も主要な拠点
１カ所にすべてを集約

×すべての人口

の集約
すべての居住者を一定の
エリアに集約させる

×強制的な集約

居住者や住居を強制的
に短期間で移転させる

◎多極型

中心的な拠点だけで
なく、旧町役場周辺
などの地域拠点も含
めた多極ネットワー
ク型のまち

◎すべての人口
の集約を図る
ものではない

集約による一定エリア
の人口密度を維持しつ
つ、農村部等について
も、それぞれの地域特
性に応じた居住環境を
確保

◎誘導による集約

メリットを最大限享
受できるような施策
を講じ、時間をかけ
ながら居住や都市機
能を誘導・集約化

（参考）国土交通省「立地適正化計画の手引き」
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